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大阪府河川整備委員会における事業評価の扱いについて（案）
　河川事業・ダム事業の事業評価については、平成21年度第3回大阪府河川整備委員会で確認し、これまで下記のとおり取扱われてきたところである。しかし、平成22年7月12日に開催される平成22年度第1回建設事業再評価監視委員会において、河川事業・ダム事業については河川整備委員会で審議することが報告される予定となったことから、河川事業・ダム事業の事業評価を下記のとおり取扱うこととする。
記

· 取り扱う委員会
	時　期
	これまでの考え
	今後の考え

	事前評価
	河川整備委員会
	河川整備委員会

	再評価
	建設事業評価委員会
	河川整備委員会

	事後評価
	建設事業評価委員会
	河川整備委員会


· 運用
大阪府河川整備委員会設置要綱第１条 三に、『「大阪府建設事業評価実施要綱」に基づく河川事業・ダム事業にかかる事前評価・再評価の意見聴取及び事後評価の報告』を追加
· 事前評価について　…従前のとおり
【目的】河川事業・ダム事業について実施の妥当性を判断する。

【対象】府が実施する河川事業・ダム事業のうち、災害復旧、補修及び維持管理に係るものを除く、総事業費１０億円以上の新規事業。

【評価時期】事業の予算化を予定している年度の前年度

【評価の視点】

　１．上位計画等における位置付け（優先度を含む。）

　２．事業を巡る社会経済情勢

　３．費用便益分析等の効率性

　４．安全・安心、活力、快適性等の有効性

　５．自然環境等への影響と対策

　６．代替手法との比較検討
· 再評価について　新
【目的】河川事業・ダム事業について継続の妥当性を判断する。

【対象】府が実施中の河川事業・ダム事業のうち、災害復旧、補修及び維持管理に係るものを除く、総事業費１億円以上の事業。
【評価時期】
・事業採択後　　５年未着工

・事業採択後　　１０年継続

・再評価後　　　５年継続毎

・その他（事業計画又は総事業費の大幅な変更など）
河川整備委員会での審議を経て、河川整備計画の策定又は変更を行った場合及び同計画内容の点検を行った場合には、再評価の手続きが行われたものとみなす。
【評価の視点】

　１．事業の進捗状況（事業計画等の変更及び今後の進捗見通しを含む。）

　２．事業を巡る社会経済情勢の変化
　３．費用便益分析等の効率性

　４．安全・安心、活力、快適性等の有効性

　５．自然環境等への影響と対策
· 事後評価について　新
【目的】河川事業・ダム事業について完了後の効果等の検証を行う。
【対象】府が実施し、完了した河川事業・ダム事業のうち、災害復旧、補修及び維持管理に係るものを除く、総事業費１０億円以上の事業のうち代表例のもの。
【評価時期】

・事業完了後　　５年以内

【評価の視点】
　１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
　２．社会経済情勢の変化
　３．事業効果の発現状況
　４．事業実施による自然環境の変化
　５．同種事業への改善措置等（当初計画との相違点及びその原因を含む。）
